
行財政改革大綱実施計画

10月 4月 10月 4月 10月 4月 10月

市民活動の支援の充実

市民活動支援センター機能の充実

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－４－

市民活動支援センターの支援体制の整備充
実

市民の市民
活動への参
加・参画度

「伊賀市市民活動支援センター設置に関する報告書」
に基づいた支援機能を発揮するための
（人・物・金・情報の充実）

市民の市民
活動への参
加・参画度

「伊賀市市民活動支援センター設置に関する報告書」
に基づいた市民活動支援機能の充実

１１．行程表（いつまでにやるのか）

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度

１０．目標を達成する
ための活動指標（全
体目標を達成するた
めに個別に実施する
項目なにをどれだけ

やるのか）

指標名 目標値 定義・算定式

行政支援体制の整備

市民・行政職
員の市民活
動・協働の認
識度

伊賀市行政全体が市民活動や協働を推進する体制の
構築
（自治協議会別の統計データなどの行政データの整理
提供、

市民・行政職
員の市民活
動・協働の認
識度

行政（支所）の市民活動（住民自治活動）への支援体
制の検討・確立と柔軟な対応

行政機構
行政職員および市民の意識改革

７．実施する内容・目
標数値
（なにを、いつまで
に、どのようにやるの
か）
（集中改革プラン関
連項目については、
平成22年4月1日の目
標数値を合わせて記
載する。）

H17～　市民活動支援センターの支援体制の整備充実
H18～　行政（支所）の市民活動（住民自治活動）への支援体制の構築
H17～　市民活動支援センター機能の充実
　　　　　・情報収集･提供機能
　　　　　・総合窓口機能
　　　　　・災害時情報ネットワーク機能
　　　　　・人材育成・派遣機能
　　　　　・調査研究提案機能
　　　　　・場や機材の提供機能
　　　　　・財政支援・コミュニティビジネス支援機能（H17～18検討H19～実施）
　　　　　・団体等活動評価機能
　　　　　・住民自治活動支援機能

８．成果（どうなるのか）

・主体的に市民活動に参加参画する人が増え
る。
・市民活動の連携・協働が促進される。
・市民活動と行政による協働のまちづくりが行な
われる。
・多様な主体による今後の「公」への取り組みが
促進される。

９．財政効果額（千円）（い
くら削減されるのか）

これからの「公」を行政がすべて担う
費用より、多様な主体が効率的に担う
ことで身の丈にあった「公」のサービス
が提供できる。

１．実施事項名 ２．担当課（執行する課） 生活環境部　市民生活課

３．現状・問題点・必
要性
（なぜやるのか）

新市建設計画や自治基本条例をもとに、これからの「公」を担う多様な主体として市民活動（住民自治活動、NPO活
動など）を支援する伊賀市の拠点として、「伊賀市市民活動支援センター設置に関する報告書」に基づいた支援体制
の整備を進めるために、伊賀市として市民活動支援センターによる支援体制の整備（財源と人材）充実が必要。（自
治基本条例弟36条の機関充実）
新市建設計画や自治基本条例に基づく支所における機能（自治基本条例弟37条に基づく支所機能）の理解と市民活
動（住民自治活動）への支援への理解が必要。

４．責任者名（執行責任者） 市民生活課長 坂口　孝一

５．担当課電話番号 ２２－９６３９

６．対象等（なにを・だれを）

重点項目番号 1 番号 ④


